
令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 73 消防団運営管理事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 消防

主管課名 防災安全課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 昭和２３(1948)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 消防組織法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

消防団の運営管理に必要な費用 消防組織法に基づき、昭和23(1948)年から消防団を組
・人件費（年額報酬、退職報償金、公務災害負担金） 織し、市内の防火・防災体制を作った。常備消防の充
・災害時出動・訓練報酬 実のため、消防団の活動は火消しではなく後方支援と
・資機材の整備（被服含む） なった。しかし、災害対応については、戦力であり、
・分団及び女性消防団運営費交付金 今後も消防団の充実を図る必要がある。
・条例定数413名 平成23(2011)年度に学生による機能別分団を設置。
ＳＤＧｓの取り組み：11、13、17  

消防団活動

令

に必要な被服の貸与、

和

団員報酬や出動・訓練

 

手当の支払い、各種研

5

修等
R4年度に実施し

年

た具体的な を実施した

度

。
事業の方法、手順、

（

指標に対す 団員が行う

4

防火教室、防災教室、

年

団員加入促進事業を実

度

施した。
る成果等

事務

実

事業を取り巻く状況は

施

過去と比べ変化してい

分

るか (1)活動指標（

）

事務事業の活動量を表

事

す指標）

対象に変化が

務

ないため、継続して実

事

施 名称 単位
① 消防団分

業

団数 団
変 化

②
内 容

目

対象(この事業の対象

的

、範囲となる人、物)

評

(2)対象指標（対象

価

の大きさを表す指標）

表

消防団員 名称 単位
① 実

様

団員数 人
②

目的(この

式

事業によって上記対象

1

をどのような状態にし

-

たいのか) (3)成果

1

指標（目的の達成度を

記

示す指標）

防火活動、

入

防災活動、水防活動が

日

速やかにできる 名称 単

令

位
① 訓練参加延べ人数

和

人
②

結果(上位基本事

0

業の意図) (4)結果

5

の成果指標（上位基本

年

事業の成果指標）

市民

1

の生命と財産を守る 名

2

称 単位
① 実団員数 人
②

月

火災発生件数 件

事務事

0

業の各種指標の実績と

7

見込及び目標

R3年度

日

R4年度 R4年度 R5

１

年度 R6年度 R7年度

事

R8年度
指標 ＼ 年

務

度 単位
実績値 計画値 実

事

績値 計画値 目標値 目標

業

値 目標値
(1)の ① 団

の

15 15 15 15 15

現

15 15
活動指標 ②
(

状

2)の ① 人 287 33

　

0 310 330 330

Ｐ

330 330
対象指標

Ｌ

②
(3)の ① 人 890

Ａ

7,500 7,298

Ｎ

7,500 7,500

及

7,500 7,500

び

成果指標 ②
(4)の結

Ｄ

果の ① 人 287 330

Ｏ

310 330 330 3

事

30 330
成果指標 ②

務

件 10 25 18 25 2

事

5 25 25
予算費目 会

業

計 01 一般会計 款 0

名

9 項 01 目 01

コスト

N

年度 R3年度 R4年度

o

R4年度 R5年度 R6

.

年度 R7年度 R8年度

7

実績値 計画値 実績値 計

3

画値 目標値 目標値 目標

消

値
事業費(決算又は予

防

算額)Ａ 単位 44,9

団

11 84,181 60

運

,288 81,662

営

84,467 80,1

管

71 80,142

財
源

理

内
訳

 国庫支出金 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 県支

業

出金 千円 308 110

政

104 82 333 33

策

3 333
 地方債 千円

こ

0 0 0 0 0 0 0
 その

の

他 千円 19,302 2

事

6,936 13,07

務

9 23,457 20,

事

550 20,789 2

業

0,552
 一般財源

施

千円 25,301 57

策

,135 47,105

の

58,123 63,5

位

84 59,049 59

置

,257
人件費Ｂ 千円

基

5,492 4,044

本

4,163 5,114

事

5,114 5,114

業

5,114
正職員従事

主

時間×人数 時間×人 3

管

00× 5 275× 4 2

課

30× 5 197× 7 1

名

97× 7 197× 7 1

課

97× 7
正職員以外の

長

人件費 千円 62 62 0

名

122 122 122 1

こ

22
その他の費用Ｃ 千

の

円 623 606 404

事

40 40 40 40
トー

務

タルコストA+B+C

事

千円 51,026 88

業

,831 64,855

の

86,816 89,6

開

21 85,325 85

始

,296
単位あたりコ

時

スト ① 千円/人 177

期

.8 269.2 209

事

.2 263.1 271

務

.6 258.6 258

区

.5
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

分

/(2)の対象指標）

法

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

定

0

1

受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

化 □ ある
に伴い、目的

業

を見直す（目
その理由

名

的の追加・拡充又は絞

N

込）

必要はありません

o

か？ ■ ない

有
効
性

多種

.

多様な災害に対応する

7

ため消防署と連携し、

3

対応できる訓練を実施

消

する。
今以上に事業の

防

成果を向上

させる方法

団

を記入して下さ

い。 内

運

　容
※(3)の成果指

営

標を向上させる

　こと

管

はできますか？

達成し

理

ている。
目的達成状況

事

内　容

□民間への一部

業

委託 □民間への全部委

２

託
市関与の必要性 □指

評

定管理 □補助金・負担

価

金助成 ■市の直営
内　

　

容
　（実施手法） 消防

Ｃ

団は市の組織である。

Ｈ

効
率
性

効率化は団員の

Ｅ

減少に繋がる可能性が

Ｃ

あるため、効率化しな

Ｋ

い。
事務事業の統廃合

目

により、

事業の効率化

的

を図り、成果
内　容

を

妥

向上させる方法を記入

当

し

て下さい。

団員の報

性

酬が近隣、全国と比較

こ

すると少ないため、人

の

件費は削減ではなく、

事

増
現状より事業費・人

業

件費を
加させなければ

の

ならない。
削減する方

必

法を記入して下

さい。

要

（仕様の変更、外部 内

性

　容
委託、従事時間の

は

削減等は

できないか？

薄

)

公
平
性

直接的な受益

れ

者はなし
□ ある □ 現状

て

で適正
受益者負担はあ

得

りますか？

また、受益

ら

者負担割合は適 □ ない

れ

□ 検討が必要 内　容
正

て

ですか？
■ 受益者がい

い

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

る

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

消防団員数

い

が減少している。 団員

ま

数の減少に歯止めをか

せ

けるまた
事業実施上の

ん

課題、住 将来的なこと

か

を考えた加入促進啓発

。

民・議会等からの意見

十

意　見 対応策 をする。

分

と対応策

消防団運営に

な

係る事業を実施した。

成

継続して実施するため

果

、前年度と同
R5年度

が

の事業計画は前 変　更

理

消防団員の報酬等を見

　

直した。 様・同規模で

由

運営、訓練を実施。
年

得

度から変更・追加は 前

ら

年度 ・
火災以外の災害

れ

に対する訓練を行っ
あ

て

るか 追　加
た。

今後の

い

事業・コスト・成果の

ま

方向性 今後の事業の方

す

向性、改革・改善案
※

か

今年度からの具体的な

？

事業の進め方、手段の

得

見直し等、各方向性の

ら

内容

　　　　　　　　

れ

　□　拡大 消防団の装

て

備の基準が改正され、

い

安全確保対策、救助
　

な

　　　　　　　　□　

い

改善 用器具、情報通信

事

機器等の整備について

業

一層の充実を
　　　　

進

　　　　　■　現状維

展

持 図る必要がある。
　

等

　　　　　　　　□　

に

縮小 また、装備の充実

よ

に合わせ、火災以外の

る

災害に備えた
　　　　

環

　　　　　□　統合 訓

境

練を行っていく必要が

変

ある。
　　　　　　　

化

　　□　完了
　　　　

あ

　　　　　□　廃止・

る

休止
コストの方向性
　

に

　　　　　　　　→　

伴

維持
成果の方向性
　　

い

　　　　　　　↑　増

、

加

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 73 消防団運営管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市の安全安心のために必要な事業で、市民の安全安心のため
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

に寄与している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化によって対象を見直す必要はない。
事業進展等による環境変

様

化
□ ある

に伴い、対象

式

を見直す（拡
その理由

1

大・縮小）必要はあり

-

ませ
■ ない

んか？

環境

2

の変化によって目的を

事

見直す必要はない。
事

務

業進展等による環境変



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年06月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 74 消防団車両運営管理事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 消防

主管課名 防災安全課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 昭和２３(1948)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 消防組織法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

消防車両、消防用ポンプの更新、維持管理を行う。 昭和23(1948)年の消防組織法施行により非常備消防で
ＳＤＧｓの取り組み：11、17 ある消防団が各地で組織された。

常備消防のみでは消防防火活動に限界があり、消防力
の強化を図るためにも地域の消防団は欠かせない存在
となっており、消火活動を行うための消防車両の整備
が必要である。

消防車両の燃料費や点検・修理代等、車両、ポンプの維持管理にかかる費用を支払
R4年度に実施した具体的な った。
事業の方法、手順、指標に対す 明知上分団、福谷分団車両の更新をした。
る成果等

事務

令

事業を取り巻く状況は

和

過去と比べ変化してい

 

るか (1)活動指標（

5

事務事業の活動量を表

年

す指標）

大きく変化し

度

ていない 名称 単位
① 消

（

防団車両数 台
変 化

②

4

内 容

対象(この事業

年

の対象、範囲となる人

度

、物) (2)対象指標

実

（対象の大きさを表す

施

指標）

消防団車両（ポ

分

ンプ含む） 名称 単位
①

）

車両点検回数 回
② ポン

事

プの点検回数 回

目的(

務

この事業によって上記

事

対象をどのような状態

業

にしたいのか) (3)

目

成果指標（目的の達成

的

度を示す指標）

車両、

評

ポンプの管理、運行 名

価

称 単位
① 車両の修理回

表

数 回
② ポンプの修理回

様

数 回

結果(上位基本事

式

業の意図) (4)結果

1

の成果指標（上位基本

-

事業の成果指標）

生命

1

と財産を守る 名称 単位

記

① 実団員数 人
② 火災発

入

生件数 件

事務事業の各

日

種指標の実績と見込及

令

び目標

R3年度 R4年

和

度 R4年度 R5年度 R

0

6年度 R7年度 R8年

5

度
指標 ＼ 年度 単位

年

実績値 計画値 実績値 計

0

画値 目標値 目標値 目標

6

値
(1)の ① 台 15 1

月

5 15 15 15 15 1

0

5
活動指標 ②
(2)の

6

① 回 26 28 26 28

日

28 28 28
対象指標

１

② 回 28 27 28 27

事

27 27 27
(3)の

務

① 回 0 2 0 2 2 2 2
成

事

果指標 ② 回 0 2 2 2 2

業

2 2
(4)の結果の ①

の

人 287 330 310

現

330 330 330 3

状

30
成果指標 ② 件 10

　

25 18 25 25 25

Ｐ

25
予算費目 会計 01

Ｌ

 一般会計 款 09 項 0

Ａ

1 目 01

コスト 年度 R

Ｎ

3年度 R4年度 R4年

及

度 R5年度 R6年度 R

び

7年度 R8年度
実績値

Ｄ

計画値 実績値 計画値 目

Ｏ

標値 目標値 目標値
事業

事

費(決算又は予算額)

務

Ａ 単位 21,914 2

事

4,300 21,75

業

7 31,147 22,

名

420 6,367 9,

N

249

財
源
内
訳

 国庫

o

支出金 千円 0 0 0 0 0

.

0 0
 県支出金 千円 1

7

,798 1,798 2

4

,576 1,798 8

消

99 0 0
 地方債 千円

防

0 0 0 0 0 0 0
 その

団

他 千円 744 1 787

車

2,001 2,001

両

0 0
 一般財源 千円 1

運

9,372 22,50

営

1 18,394 27,

管

348 19,520 6

理

,367 9,249
人

事

件費Ｂ 千円 2,359

業

1,980.8 2,5

政

34 4,140.2 4

策

,140.2 4,14

こ

0.2 4,140.2

の

正職員従事時間×人数

事

時間×人 150× 4 1

務

66× 3 140× 5 1

事

85× 6 185× 6 1

業

85× 6 185× 6
正

施

職員以外の人件費 千円

策

187 178 0 122

の

122 122 122
そ

位

の他の費用Ｃ 千円 20

置

8 202 404 242

基

242 242 242
ト

本

ータルコストA+B+

事

C 千円 24,481 2

業

6,482.8 24,

主

695 35,529.

管

2 26,802.2 1

課

0,749.2 13,

名

631.2
単位あたり

課

コスト ① 千円/回 94

長

1.6 945.8 94

名

9.8 1,268.9

こ

957.2 383.9

の

486.8
（ﾄｰﾀﾙ

事

ｺｽﾄ/(2)の対象

務

指標）② 千円/回 87

事

4.3 980.8 88

業

2 1,315.9 99

の

2.7 398.1 50

開

4.9

1

始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

る環境変化 □ ある
に伴

業

い、目的を見直す（目

名

その理由
的の追加・拡

N

充又は絞込）

必要はあ

o

りませんか？ ■ ない

有

.

効
性

業者だけではなく

7

、団員自らも点検を行

4

う。
今以上に事業の成

消

果を向上

させる方法を

防

記入して下さ

い。 内　

団

容
※(3)の成果指標

車

を向上させる

　ことは

両

できますか？

達成して

運

いる。
目的達成状況 内

営

　容

□民間への一部委

管

託 □民間への全部委託

理

市関与の必要性 □指定

事

管理 □補助金・負担金

業

助成 ■市の直営
内　容

２

　（実施手法） 消防団

評

は市の組織である。

効

価

率
性

統廃合できる事業

　

がない。
事務事業の統

Ｃ

廃合により、

事業の効

Ｈ

率化を図り、成果
内　

Ｅ

容
を向上させる方法を

Ｃ

記入し

て下さい。

事業

Ｋ

費を削減すると消防力

目

を低下させるおそれが

的

ある。
現状より事業費

妥

・人件費を
 

削減する

当

方法を記入して下

さい

性

。（仕様の変更、外部

こ

内　容
委託、従事時間

の

の削減等は

できないか

事

？)

公
平
性

直接的な受

業

益者はなし。
□ ある □

の

現状で適正
受益者負担

必

はありますか？

また、

要

受益者負担割合は適 □

性

ない □ 検討が必要 内　

は

容
正ですか？

■ 受益者

薄

がいない

３
改
革
改
善
案

れ

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

ポンプ

て

の故障が多い。 保守点

得

検を行い故障時には即

ら

座に対
事業実施上の課

れ

題、住 応する。
民・議

て

会等からの意見 意　見

い

対応策
と対応策

消防車

る

両の維持管理等を実施

い

。明知 西一色分団と東

ま

山分団の車両を更新
R

せ

5年度の事業計画は前

ん

変　更
上、福谷両分団

か

の車両を更新した。 す

。

る。
年度から変更・追

十

加は 前年度 ・
あるか 追

分

　加

今後の事業・コス

な

ト・成果の方向性 今後

成

の事業の方向性、改革

果

・改善案
※今年度から

が

の具体的な事業の進め

理

方、手段の見直し等、

　

各方向性の内容

　　　

由

　　　　　　□　拡大

得

車両については可搬小

ら

型消防用ポンプを積載

れ

した積載
　　　　　　

て

　　　□　改善 車とし

い

、配備する。
　　　　

ま

　　　　　■　現状維

す

持 車両は１７年で更新

か

する。
　　　　　　　

？

　　□　縮小 令和５(

得

2023)年度から名

ら

称を「消防団装備等整

れ

備・管
　　　　　　　

て

　　□　統合 理事業」

い

に変更する。
　　　　

な

　　　　　□　完了
　

い

　　　　　　　　□　

事

廃止・休止
コストの方

業

向性
　　　　　　　　

進

　↓　減少
成果の方向

展

性
　　　　　　　　　

等

→　維持

2

による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 74 消防団車両運営管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

消防団員にとって車両、ポンプの整備は基本であるため、こ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

の事業は必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化でこの事業の対象は見直さない。
事業進展等に

様

よる環境変化
□ ある

に

式

伴い、対象を見直す（

1

拡
その理由

大・縮小）

-

必要はありませ
■ ない

2

んか？

環境の変化でこ

事

の事業の目的は見直さ

務

ない。
事業進展等によ



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年06月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 75 消防団市操法大会等行事開催事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 消防

主管課名 防災安全課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 昭和２３(1948)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 消防組織法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

消防団員として消火活動に必要な技術の向上と士気の 消防団組織を充実させ、消防力を強化するために小型
高揚を図ることを目的に、市操法大会を開催する。ま ポンプ積載車、消防ポンプ自動車を配備して以来、市
た、消防団の規律厳正な団体行動と平素練磨した消防 操法大会を開催している。操法大会を開催することで
技術を公開し、住民の防火意識の向上を図る。 、日頃から消防技術を磨き、士気を高めることに繋が
また、優勝分団においては県操法大会に出場する。 っている。火災発生時においては初期消火活動や常備
令和３(2021

令

)年度より出初め・観

和

閲式・任命式開催事 消

 

防の消防活動の後方支

5

援を行える。
業を統合

年

。
ＳＤＧｓの取り組み

度

：11、17

市の操法

（

大会、出初め・観閲式

4

を開催し、団員の士気

年

高揚を図った。
R4年

度

度に実施した具体的な

実

事業の方法、手順、指

施

標に対す
る成果等

事務

分

事業を取り巻く状況は

）

過去と比べ変化してい

事

るか (1)活動指標（

務

事務事業の活動量を表

事

す指標）

ポンプ等の性

業

能の差がある 名称 単位

目

① 消防団分団数（地域

的

） 分団
変 化

②
内 容

評

対象(この事業の対象

価

、範囲となる人、物)

表

(2)対象指標（対象

様

の大きさを表す指標）

式

消防団 名称 単位
① 男性

1

団員数（13分団） 人

-

②
目的(この事業によ

1

って上記対象をどのよ

記

うな状態にしたいのか

入

) (3)成果指標（目

日

的の達成度を示す指標

令

）

消火活動に必要な技

和

術の向上を図る 名称 単

0

位
① 操法訓練回数 回
②

5

結果(上位基本事業の

年

意図) (4)結果の成

0

果指標（上位基本事業

6

の成果指標）

生命と財

月

産を守る 名称 単位
① 実

0

団員数 人
② 火災発生件

6

数 件

事務事業の各種指

日

標の実績と見込及び目

１

標

R3年度 R4年度 R

事

4年度 R5年度 R6年

務

度 R7年度 R8年度
指

事

標 ＼ 年度 単位
実績

業

値 計画値 実績値 計画値

の

目標値 目標値 目標値
(

現

1)の ① 分団 13 13

状

13
活動指標 ②
(2)

　

の ① 人 220 270 2

Ｐ

45
対象指標 ②
(3)

Ｌ

の ① 回 90 200 23

Ａ

9
成果指標 ②

(4)の

Ｎ

結果の ① 人 287 33

及

0 310
成果指標 ② 件

び

10 25 18
予算費目

Ｄ

会計 01 一般会計 款

Ｏ

09 項 01 目 01

コス

事

ト 年度 R3年度 R4年

務

度 R4年度 R5年度 R

事

6年度 R7年度 R8年

業

度
実績値 計画値 実績値

名

計画値 目標値 目標値 目

N

標値
事業費(決算又は

o

予算額)Ａ 単位 81 1

.

87 175 0 0 0 0

財

7

源
内
訳

 国庫支出金 千

5

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

消

支出金 千円 0 0 0 0 0

防

0 0
 地方債 千円 0 0

団

0 0 0 0 0
 その他 千

市

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

操

般財源 千円 81 187

法

175 0 0 0 0
人件費

大

Ｂ 千円 1,723.2

会

2,078 3,344

等

0 0 0 0
正職員従事時

行

間×人数 時間×人 11

事

3× 4 110× 5 18

開

0× 5 0× 0 0× 0 0

催

× 0 0× 0
正職員以外

事

の人件費 千円 87 87

業

86 0 0 0 0
その他の

政

費用Ｃ 千円 104 10

策

4 505 0 0 0 0
トー

こ

タルコストA+B+C

の

千円 1,908.2 2

事

,369 4,024 0

務

0 0 0
単位あたりコス

事

ト ① 千円/人 8.7 8

業

.8 16.4 0 0 0 0

施

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

策

2)の対象指標）② 千

の

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

位置
基本事業

主管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

事業の目的を見直すも

業

のではない。
事業進展

名

等による環境変化 □ あ

N

る
に伴い、目的を見直

o

す（目
その理由

的の追

.

加・拡充又は絞込）

必

7

要はありませんか？ ■

5

ない

有
効
性

限られた時

消

間の中で訓練を行って

防

いるので、これ以上成

団

果を向上させるのは難

市

今以上に事業の成果を

操

向上
しい。

させる方法

法

を記入して下さ

い。 内

大

　容
※(3)の成果指

会

標を向上させる

　こと

等

はできますか？

達成し

行

ている。
目的達成状況

事

内　容

□民間への一部

開

委託 □民間への全部委

催

託
市関与の必要性 □指

事

定管理 □補助金・負担

業

金助成 ■市の直営
内　

２

容
　（実施手法） 消防

評

団は市の組織である。

価

効
率
性

消防団員はほぼ

　

ボランティアという立

Ｃ

場であり、効率化を目

Ｈ

指すものではない
事務

Ｅ

事業の統廃合により、

Ｃ

。
事業の効率化を図り

Ｋ

、成果
内　容

を向上さ

目

せる方法を記入し

て下

的

さい。

事業費自体が少

妥

額のため、削減は難し

当

い。
現状より事業費・

性

人件費を

削減する方法

こ

を記入して下

さい。（

の

仕様の変更、外部 内　

事

容
委託、従事時間の削

業

減等は

できないか？)

の

公
平
性

直接的な受益者

必

はなし
□ ある □ 現状で

要

適正
受益者負担はあり

性

ますか？

また、受益者

は

負担割合は適 □ ない □

薄

検討が必要 内　容
正で

れ

すか？
■ 受益者がいな

て

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

得

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

ポンプの性能

ら

に差があるため、団員

れ

分団長会議等で話し合

て

い、最善の方
事業実施

い

上の課題、住 からの苦

る

情がある。 法を考える

い

。
民・議会等からの意

ま

見 意　見 対応策
と対応

せ

策

市の操法大会、出初

ん

め・観閲式を開 同規模

か

の行事を開催する。
R

。

5年度の事業計画は前

十

変　更
催し、団員の士

分

気高揚を図った。
年度

な

から変更・追加は 前年

成

度 ・
あるか 追　加

今後

果

の事業・コスト・成果

が

の方向性 今後の事業の

理

方向性、改革・改善案

　

※今年度からの具体的

由

な事業の進め方、手段

得

の見直し等、各方向性

ら

の内容

　　　　　　　

れ

　　□　拡大 ポンプの

て

取り扱いは消防団員と

い

しては習得すべき事項

ま

　　　　　　　　　□

す

　改善 の最も重要な一

か

つであるため、そのた

？

めの大会であり
　　　

得

　　　　　　□　現状

ら

維持 、また消防団員の

れ

披露の場でもあるため

て

、一般の方に
　　　　

い

　　　　　□　縮小 も

な

参観しやすいような大

い

会にできるよう、様々

事

な角度
　　　　　　　

業

　　■　統合 から検討

進

する必要がある。
　　

展

　　　　　　　□　完

等

了 その他、出初・観閲

に

式等の式典を通じ、士

よ

気の高揚を
　　　　　

る

　　　　□　廃止・休

環

止 図っていく。令和５

境

(2023)年度から

変

「消防団運理管理
コス

化

トの方向性 事業」に統

あ

合する。
　　　　　　

る

　　　→　維持
成果の

に

方向性
　　　　　　　

伴

　　→　維持

2

い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 75 消防団市操法大会等行事開催事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

火災時に対応できるような訓練を操法大会を通じて重ねてい
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

るため、十分な成果が得られている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化でこの事業の

様

対象を見直すものでは

式

ない。
事業進展等によ

1

る環境変化
□ ある

に伴

-

い、対象を見直す（拡

2

その理由
大・縮小）必

事

要はありませ
■ ない

ん

務

か？

環境の変化でこの



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 76
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 消防

主管課名 防災安全課 課長名 林　幸男
この事務事業の開始時期 昭和２３年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 消防組織法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

消防団の規律厳正な団体行動と平素練磨した消防技術 平成23年の東日本大震災での消防団の救助活動が広く
を公開し、住民の防火意識の向上を図る。また、模範 知られ、地域の防火・防災を担う消防団に対する市民
となる優秀な団員の表彰を行い、団員の士気の高揚を の期待は大きくなっている。
図る。 消防団の存在意義を広く市民に理解してもらい、地域
R3より消防団市操法大会等行事開催事業に統合。 の防災の担い手として消防団を育成するためにも必要
ＳＤＧｓの取り組み：11 な事業である。

消防団員の年頭の出初式、観閲式ならびに分団長以下の幹部、新入団員の任命式を
R4年度に実施した具体的な 実施した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事

令

業を取り巻く状況は過

和

去と比べ変化している

 

か (1)活動指標（事

5

務事業の活動量を表す

年

指標）

特に変化してい

度

ない 名称 単位
① 消防団

（

分団数 分団
変 化

②
内

4

 容

対象(この事業の

年

対象、範囲となる人、

度

物) (2)対象指標（

実

対象の大きさを表す指

施

標）

消防団員 名称 単位

分

① 実団員数 人
②

目的(

）

この事業によって上記

事

対象をどのような状態

務

にしたいのか) (3)

事

成果指標（目的の達成

業

度を示す指標）

士気を

目

高め、意識をもっても

的

らう 名称 単位
① 参加人

評

数 人
②

結果(上位基本

価

事業の意図) (4)結

表

果の成果指標（上位基

様

本事業の成果指標）

生

式

命と財産を守る 名称 単

1

位
① 実団員数 人
② 火災

-

発生件数 件

事務事業の

1

各種指標の実績と見込

記

及び目標

R3年度 R4

入

年度 R4年度 R5年度

日

R6年度 R7年度 R8

１

年度
指標 ＼ 年度 単

事

位
実績値 計画値 実績値

務

計画値 目標値 目標値 目

事

標値
(1)の ① 分団

活

業

動指標 ②
(2)の ① 人

の

対象指標 ②
(3)の ①

現

人
成果指標 ②

(4)の

状

結果の ① 人
成果指標 ②

　

件
予算費目 会計 01 

Ｐ

一般会計 款 09 項 01

Ｌ

目 01

コスト 年度 R3

Ａ

年度 R4年度 R4年度

Ｎ

R5年度 R6年度 R7

及

年度 R8年度
実績値 計

び

画値 実績値 計画値 目標

Ｄ

値 目標値 目標値
事業費

Ｏ

(決算又は予算額)Ａ

事

単位 0 0 0 0 0 0 0

財

務

源
内
訳

 国庫支出金 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

業

支出金 千円 0 0 0 0 0

名

0 0
 地方債 千円 0 0

N

0 0 0 0 0
 その他 千

o

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

.

般財源 千円 0 0 0 0 0

7

0 0
人件費Ｂ 千円 0 0

6

0 0 0 0 0
正職員従事

政

時間×人数 時間×人 0

策

× 0 0× 0 0× 0 0×

こ

0 0× 0 0× 0 0× 0

の

正職員以外の人件費 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
その

務

他の費用Ｃ 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
トータルコス

業

トA+B+C 千円 0 0

施

0 0 0 0 0
単位あたり

策

コスト ① 千円/人 0 0

の

0 0 0 0 0
（ﾄｰﾀﾙ

位

ｺｽﾄ/(2)の対象

置

指標）② 千円/ 0 0 0

基

0 0 0 0

1

本事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

はできますか？

目的達

業

成状況 内　容

□民間へ

名

の一部委託 □民間への

N

全部委託
市関与の必要

o

性 □指定管理 □補助金

.

・負担金助成 □市の直

7

営
内　容

　（実施手法

6

）

効
率
性

事務事業の統

２

廃合により、

事業の効

評

率化を図り、成果
内　

価

容
を向上させる方法を

　

記入し

て下さい。

現状

Ｃ

より事業費・人件費を

Ｈ

削減する方法を記入し

Ｅ

て下

さい。（仕様の変

Ｃ

更、外部 内　容
委託、

Ｋ

従事時間の削減等は

で

目

きないか？)

公
平
性

□

的

ある □ 現状で適正
受益

妥

者負担はありますか？

当

また、受益者負担割合

性

は適 □ ない □ 検討が必

こ

要 内　容
正ですか？

□

の

受益者がいない

３
改
革

事

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

業

特になし 特になし
事業

の

実施上の課題、住
民・

必

議会等からの意見 意　

要

見 対応策
と対応策

R5

性

年度の事業計画は前 変

は

　更
年度から変更・追

薄

加は 前年度 ・
あるか 追

れ

　加

今後の事業・コス

て

ト・成果の方向性 今後

得

の事業の方向性、改革

ら

・改善案
※今年度から

れ

の具体的な事業の進め

て

方、手段の見直し等、

い

各方向性の内容

　　　

る

　　　　　　□　拡大

い

R3より消防団市操法

ま

大会等行事開催事業に

せ

統合。
　　　　　　　

ん

　　□　改善
　　　　

か

　　　　　□　現状維

。

持
　　　　　　　　　

十

□　縮小
　　　　　　

分

　　　■　統合
　　　

な

　　　　　　□　完了

成

　　　　　　　　　□

果

　廃止・休止
コストの

が

方向性
　　　　　　　

理

　　→　維持
成果の方

　

向性
　　　　　　　　

由

　－

2

得られていますか？ 得られていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 76

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業進展等による環境変化
■ ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
□ ない

んか？

事業進展等による環境変化 ■ ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・

様

拡充又は絞込）

必要は

式

ありませんか？ □ ない

1

有
効
性

今以上に事業の

-

成果を向上

させる方法

2

を記入して下さ

い。 内

事

　容
※(3)の成果指

務

標を向上させる

　こと



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年06月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 77 県消防操法大会出場事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 消防

主管課名 防災安全課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 平成２２(2010)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

県内の各市町村を代表する消防団がポンプ自動車の部 代表分団に対して、県大会で好成績を収めてもらうた
、小型ポンプの部で操法を競う愛知県消防操法大会に めにも訓練や資機材等の支援する必要がある。
出場する分団に対しての支援を行う。
ＳＤＧｓの取り組み：11、17

莇生分団がみよし市代表として愛知県消防操法大会へ出場し、優秀な成績を収める
R4年度に実施した具体的な ことができた。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

変化していない

令

名称 単位
① 県操法出場

和

分団 分団
変 化

②
内 

 

容

対象(この事業の対

5

象、範囲となる人、物

年

) (2)対象指標（対

度

象の大きさを表す指標

（

）

分団（地域） 名称 単

4

位
① 分団数（地域） 分

年

団
②

目的(この事業に

度

よって上記対象をどの

実

ような状態にしたいの

施

か) (3)成果指標（

分

目的の達成度を示す指

）

標）

出場または見学・

事

応援することで、初期

務

消火技術を向上しても

事

ら 名称 単位
う ① 操法訓

業

練回数 回
②

結果(上位

目

基本事業の意図) (4

的

)結果の成果指標（上

評

位基本事業の成果指標

価

）

生命と財産を守る 名

表

称 単位
① 実団員数 人
②

様

事務事業の各種指標の

式

実績と見込及び目標

R

1

3年度 R4年度 R4年

-

度 R5年度 R6年度 R

1

7年度 R8年度
指標 

記

＼ 年度 単位
実績値 計

入

画値 実績値 計画値 目標

日

値 目標値 目標値
(1)

令

の ① 分団 0 1 1
活動指

和

標 ②
(2)の ① 分団 1

0

3 13 13
対象指標 ②

5

(3)の ① 回 0 30 3

年

8
成果指標 ②

(4)の

0

結果の ① 人 287 33

6

0 310
成果指標 ②

予

月

算費目 会計 01 一般

0

会計 款 09 項 01 目 0

6

1

コスト 年度 R3年度

日

R4年度 R4年度 R5

１

年度 R6年度 R7年度

事

R8年度
実績値 計画値

務

実績値 計画値 目標値 目

事

標値 目標値
事業費(決

業

算又は予算額)Ａ 単位

の

0 1,840 1,22

現

0 0 0 0 0

財
源
内
訳

 

状

国庫支出金 千円 0 0 0

　

0 0 0 0
 県支出金 千

Ｐ

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

Ｌ

方債 千円 0 0 0 0 0 0

Ａ

0
 その他 千円 0 0 0

Ｎ

0 0 0 0
 一般財源 千

及

円 0 1,840 1,2

び

20 0 0 0 0
人件費Ｂ

Ｄ

千円 0 1,442 1,

Ｏ

086 0 0 0 0
正職員

事

従事時間×人数 時間×

務

人 0× 0 75× 4 15

事

0× 2 0× 0 0× 0 0

業

× 0 0× 0
正職員以外

名

の人件費 千円 0 356

N

0 0 0 0 0
その他の費

o

用Ｃ 千円 0 909 60

.

6 0 0 0 0
トータルコ

7

ストA+B+C 千円 0

7

4,191 2,912

県

0 0 0 0
単位あたりコ

消

スト ① 千円/分団 0 3

防

22.4 224 0 0 0

操

0
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

法

(2)の対象指標）②

大

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

会

1

出場事業
政策

この事務事業
施策

の位置
基本事業

主管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

環境変化 □ ある
に伴い

業

、目的を見直す（目
そ

名

の理由
的の追加・拡充

N

又は絞込）

必要はあり

o

ませんか？ ■ ない

有
効

.

性

指導者との関係をよ

7

り強固なものする。
今

7

以上に事業の成果を向

県

上

させる方法を記入し

消

て下さ

い。 内　容
※(

防

3)の成果指標を向上

操

させる

　ことはできま

法

すか？

達成している。

大

目的達成状況 内　容

□

会

民間への一部委託 □民

出

間への全部委託
市関与

場

の必要性 □指定管理 □

事

補助金・負担金助成 ■

業

市の直営
内　容

　（実

２

施手法） 消防団は市の

評

組織

効
率
性

統廃合する

価

ことによって事業が停

　

滞するおそれがある。

Ｃ

事務事業の統廃合によ

Ｈ

り、

事業の効率化を図

Ｅ

り、成果
内　容

を向上

Ｃ

させる方法を記入し

て

Ｋ

下さい。

事業費等を削

目

減することによって事

的

業が停滞するおそれが

妥

ある。
現状より事業費

当

・人件費を

削減する方

性

法を記入して下

さい。

こ

（仕様の変更、外部 内

の

　容
委託、従事時間の

事

削減等は

できないか？

業

)

公
平
性

直接的な受益

の

者はなし。
□ ある □ 現

必

状で適正
受益者負担は

要

ありますか？

また、受

性

益者負担割合は適 □ な

は

い □ 検討が必要 内　容

薄

正ですか？
■ 受益者が

れ

いない

３
改
革
改
善
案
　

て

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

ポンプの

得

性能によって成績が左

ら

右さ 最新のポンプを積

れ

載している車両よ
事業

て

実施上の課題、住 れる

い

。 りポンプを借りて対

る

応している。
民・議会

い

等からの意見 意　見 対

ま

応策
と対応策

市操法大

せ

会の優勝分団が代表と

ん

して なし
R5年度の事

か

業計画は前 変　更
出場

。

する。
年度から変更・

十

追加は 前年度 ・
あるか

分

追　加

今後の事業・コ

な

スト・成果の方向性 今

成

後の事業の方向性、改

果

革・改善案
※今年度か

が

らの具体的な事業の進

理

め方、手段の見直し等

　

、各方向性の内容

　　

由

　　　　　　　□　拡

得

大 毎年開催される県大

ら

会に出場し、好成績を

れ

収めること
　　　　　

て

　　　　□　改善 は大

い

きな意義があるが、団

ま

員や家族の負担も大き

す

く、
　　　　　　　　

か

　□　現状維持 職場の

？

理解も相当必要である

得

。
　　　　　　　　　

ら

□　縮小 また、どの分

れ

団も要員全てが揃って

て

の練習が困難な状
　　

い

　　　　　　　■　統

な

合 況の中で、市操法大

い

会で優勝した分団に大

事

きな負担が
　　　　　

業

　　　　□　完了 かか

進

ることから、分団と話

展

し合い、負担の軽減を

等

検討
　　　　　　　　

に

　□　廃止・休止 する

よ

必要がある。
コストの

る

方向性 令和５(202

環

3)年度から「消防団

境

運営管理事業」に統合

変

　　　　　　　　　→

化

　維持 する。
成果の方

あ

向性
　　　　　　　　

る

　→　維持

2

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 77 県消防操法大会出場事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

県大会出場を目指す分団が増加し、ポンプ操作の技術が向上
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化によって対象を見直す事業ではない。
事業進展等による環

様

境変化
□ ある

に伴い、

式

対象を見直す（拡
その

1

理由
大・縮小）必要は

-

ありませ
■ ない

んか？

2

環境の変化によって目

事

的を見直す事業ではな

務

い。
事業進展等による



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 78 消防施設維持事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 消防

主管課名 防災安全課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 昭和２３(1948)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 消防法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市内に設置している消火栓や街頭消火器、防火水槽の 消火栓や街頭消火器は初期消火に有効で、火災の拡大
維持管理と市内３中学校（三好・北・南）に設置して を防ぐためにも必要であり、機能を維持するためにも
ある飲料水兼用型耐震性貯水槽の保守点検等を行う。 消火器薬剤の詰め替えや消火栓用ホースの更新が必要
緊急遮断弁の分解整備は保守点検の結果を踏まえて5 である。
～7年ごとに行う。 また、地震による断水時に市民に安全な飲料水を供給
ＳＤＧｓの取り組み：11 するため、飲料水兼用型耐震性貯水槽の維持管理が必

要である。

消防水利、街頭消火器、飲料水

令

兼用耐震性貯水槽の維

和

持管理を実施した。
R

 

4年度に実施した具体

5

的な  
事業の方法、手

年

順、指標に対す
る成果

度

等

事務事業を取り巻く

（

状況は過去と比べ変化

4

しているか (1)活動

年

指標（事務事業の活動

度

量を表す指標）

対象に

実

変化がないため、継続

施

して実施 名称 単位
① 消

分

火栓設置数 箇所
変 化

）

② 街頭消火器設置数 箇

事

所
内 容

対象(この事

務

業の対象、範囲となる

事

人、物) (2)対象指

業

標（対象の大きさを表

目

す指標）

市民 名称 単位

的

① 人口 人
②

目的(この

評

事業によって上記対象

価

をどのような状態にし

表

たいのか) (3)成果

様

指標（目的の達成度を

式

示す指標）

初期消火活

1

動が迅速にできる 名称

-

単位
① 消防水利設置数

1

（40ミリ含む） 箇所

記

②

結果(上位基本事業

入

の意図) (4)結果の

日

成果指標（上位基本事

令

業の成果指標）

生命と

和

財産を守る 名称 単位
①

0

火災発生件数 件
②

事務

5

事業の各種指標の実績

年

と見込及び目標

R3年

1

度 R4年度 R4年度 R

2

5年度 R6年度 R7年

月

度 R8年度
指標 ＼ 

0

年度 単位
実績値 計画値

7

実績値 計画値 目標値 目

日

標値 目標値
(1)の ①

１

箇所 432 432 43

事

1 432 432 432

務

432
活動指標 ② 箇所

事

148 152 148 1

業

52 152 152 15

の

2
(2)の ① 人 61,

現

236 61,218 6

状

1,218 61,37

　

5 61,656 61,

Ｐ

938 62,219
対

Ｌ

象指標 ②
(3)の ① 箇

Ａ

所 646 646 643

Ｎ

646 646 646 6

及

46
成果指標 ②

(4)

び

の結果の ① 件 10 25

Ｄ

18 15 15 15 15

Ｏ

成果指標 ②
予算費目 会

事

計 01 一般会計 款 0

務

9 項 01 目 02

コスト

事

年度 R3年度 R4年度

業

R4年度 R5年度 R6

名

年度 R7年度 R8年度

N

実績値 計画値 実績値 計

o

画値 目標値 目標値 目標

.

値
事業費(決算又は予

7

算額)Ａ 単位 6,69

8

5 9,594 7,02

消

8 59,032 42,

防

451 11,978 1

施

2,120

財
源
内
訳

 

設

国庫支出金 千円 0 0 0

維

0 0 0 0
 県支出金 千

持

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

事

方債 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
 その他 千円 2,0

政

00 2,000 1,7

策

14 4,000 4,0

こ

00 4,000 4,0

の

00
 一般財源 千円 4

事

,695 7,594 5

務

,314 55,032

事

38,451 7,97

業

8 8,120
人件費Ｂ

施

千円 1,697 1,6

策

85 1,570 4,2

の

63.2 4,263.

位

2 4,263.2 4,

置

263.2
正職員従事

基

時間×人数 時間×人 1

本

00× 4 80× 5 10

事

0× 4 185× 6 18

業

5× 6 185× 6 18

主

5× 6
正職員以外の人

管

件費 千円 249 237

課

122 245 245 2

名

45 245
その他の費

課

用Ｃ 千円 104 101

長

202 606 606 6

名

06 606
トータルコ

こ

ストA+B+C 千円 8

の

,496 11,380

事

8,800 63,90

務

1.2 47,320.

事

2 16,847.2 1

業

6,989.2
単位あ

の

たりコスト ① 千円/人

開

0.1 0.2 0.1 1

始

0.8 0.3 0.3
（

時

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

期

)の対象指標）② 千円

事

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

？

目的を見直す必要は

業

ない。
事業進展等によ

名

る環境変化 □ ある
に伴

N

い、目的を見直す（目

o

その理由
的の追加・拡

.

充又は絞込）

必要はあ

7

りませんか？ ■ ない

有

8

効
性

市内を調査し、消

消

火活動に支障がないよ

防

うに水利を設置してい

施

く必要がある。
今以上

設

に事業の成果を向上

さ

維

せる方法を記入して下

持

さ

い。 内　容
※(3)

事

の成果指標を向上させ

業

る

　ことはできますか

２

？

概ね達成している。

評

目的達成状況 内　容

□

価

民間への一部委託 □民

　

間への全部委託
市関与

Ｃ

の必要性 □指定管理 □

Ｈ

補助金・負担金助成 ■

Ｅ

市の直営
内　容

　（実

Ｃ

施手法） 消防水利を所

Ｋ

管するのは市町村であ

目

る。

効
率
性

事業の統廃

的

合により効率化を図る

妥

ことはできない。
事務

当

事業の統廃合により、

性

事業の効率化を図り、

こ

成果
内　容

を向上させ

の

る方法を記入し

て下さ

事

い。

事業費を削減する

業

と消防力の低下につな

の

がるため、事業費は削

必

減できない。
現状より

要

事業費・人件費を

削減

性

する方法を記入して下

は

さい。（仕様の変更、

薄

外部 内　容
委託、従事

れ

時間の削減等は

できな

て

いか？)

公
平
性

全ての

得

市民が受益者になり得

ら

るため、直接的な受
□

れ

ある □ 現状で適正
受益

て

者負担はありますか？

い

益者はなし。
また、受

る

益者負担割合は適 □ な

い

い □ 検討が必要 内　容

ま

正ですか？
■ 受益者が

せ

いない

３
改
革
改
善
案
　

ん

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

消火栓が

か

整備されていない地域

。

があ 必要な地域から順

十

番に整備していく
事業

分

実施上の課題、住 る。

な

。
民・議会等からの意

成

見 意　見 対応策
と対応

果

策

消防水利、街頭消火

が

器などの消防施 継続し

理

て実施するため、前年

　

度と同
R5年度の事業

由

計画は前 変　更
設の維

得

持管理を実施した。 様

ら

・同規模で実施。
年度

れ

から変更・追加は 前年

て

度 ・
あるか 追　加

今後

い

の事業・コスト・成果

ま

の方向性 今後の事業の

す

方向性、改革・改善案

か

※今年度からの具体的

？

な事業の進め方、手段

得

の見直し等、各方向性

ら

の内容

　　　　　　　

れ

　　□　拡大 市内の消

て

火設備の充足率を高め

い

るため、消火栓が設置

な

　　　　　　　　　□

い

　改善 できるような口

事

径の広い配管をしても

業

らうよう関係機
　　　

進

　　　　　　■　現状

展

維持 関に働きかける。

等

　　　　　　　　　□

に

　縮小 また、突発的な

よ

消火栓、防火水槽の撤

る

去の要望があっ
　　　

環

　　　　　　□　統合

境

た場合に備えて緊急工

変

事用の予算を確保して

化

おく必要
　　　　　　

あ

　　　□　完了 がある

る

。
　　　　　　　　　

に

□　廃止・休止 防火水

伴

槽の敷地が民地のとこ

い

ろがあるため、考え方

、

を
コストの方向性 整理

対

する必要がある。
　　

象

　　　　　　　↓　減

を

少
成果の方向性
　　　

見

　　　　　　→　維持

直

2

す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 78 消防施設維持事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

消防水利は市で管理するものであり、安全安心なまちづくり
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

のため、この事業は必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

水利がない地区については、常備消防と連携し、消火活動に

様

支障がな
事業進展等に

式

よる環境変化
■ ある い

1

よう水利を設置してい

-

く必要がある。
に伴い

2

、対象を見直す（拡
そ

事

の理由
大・縮小）必要

務

はありませ
□ ない

んか



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年06月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 79 消防施設整備事業
政策 安全で安心して暮らせるまち

この事務事業
施策 地域で支え合い、災害に強いまちをつくろう

の位置
基本事業 消防

主管課名 防災安全課 課長名 池野　雅樹
この事務事業の開始時期 昭和２３(1948)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 消防組織法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市内の消防施設を整備し、火災及び災害のないまちづ 消防組織法の施行により、昭和24(1949)年から非常備
くりを推進する。 消防団を整備し、常備消防である尾三消防組合を2市1
・消防団の分団詰所の新築、修繕 町で整備した。
・尾三消防本部みよし消防署及び南出張所の用地費 現在、みよし市消防団の13分団と尾三消防本部みよし
ＳＤＧｓの取り組み：11、17 消防署及び南出張所の2箇所に消防設備を整備し、市

内の火災、水防、災害の対策に取り組んでいる。
みよし市の消防力を維持するためにも分団詰所の維持
と消防署用地の確保は必要である。

尾三

令

消防本部みよし消防署

和

及び南出張所用地の賃

 

借料の支払をした。み

5

よし市消防
R4年度に

年

実施した具体的な 団詰

度

所の修繕を実施した。

（

事業の方法、手順、指

4

標に対す
る成果等

事務

年

事業を取り巻く状況は

度

過去と比べ変化してい

実

るか (1)活動指標（

施

事務事業の活動量を表

分

す指標）

対象に変化が

）

ないため、継続して実

事

施 名称 単位
① 消防団詰

務

所数 箇所
変 化

② 常備

事

消防市内署所数 箇所
内

業

 容

対象(この事業の

目

対象、範囲となる人、

的

物) (2)対象指標（

評

対象の大きさを表す指

価

標）

消防団、常備消防

表

（尾三消防本部） 名称

様

単位
① 消防団詰所・市

式

内署所数 箇所
②

目的(

1

この事業によって上記

-

対象をどのような状態

1

にしたいのか) (3)

記

成果指標（目的の達成

入

度を示す指標）

消防活

日

動の拠点の確保 名称 単

令

位
① 詰所修繕箇所 箇所

和

②

結果(上位基本事業

0

の意図) (4)結果の

5

成果指標（上位基本事

年

業の成果指標）

生命と

0

財産を守る 名称 単位
①

6

実団員数 人
② 火災発生

月

件数 件

事務事業の各種

0

指標の実績と見込及び

6

目標

R3年度 R4年度

日

R4年度 R5年度 R6

１

年度 R7年度 R8年度

事

指標 ＼ 年度 単位
実

務

績値 計画値 実績値 計画

事

値 目標値 目標値 目標値

業

(1)の ① 箇所 13 1

の

3 13
活動指標 ② 箇所

現

2 2 2
(2)の ① 箇所

状

15 15 15
対象指標

　

②
(3)の ① 箇所 4 3

Ｐ

4
成果指標 ②

(4)の

Ｌ

結果の ① 人 287 33

Ａ

0 310
成果指標 ② 件

Ｎ

10 25 18
予算費目

及

会計 01 一般会計 款

び

09 項 01 目 02

コス

Ｄ

ト 年度 R3年度 R4年

Ｏ

度 R4年度 R5年度 R

事

6年度 R7年度 R8年

務

度
実績値 計画値 実績値

事

計画値 目標値 目標値 目

業

標値
事業費(決算又は

名

予算額)Ａ 単位 38,

N

144 4,251 12

o

,413 0 0 0 0

財
源

.

内
訳

 国庫支出金 千円

7

0 0 0 0 0 0 0
 県支

9

出金 千円 0 0 0 0 0 0

消

0
 地方債 千円 0 0 0

防

0 0 0 0
 その他 千円

施

2,000 2,000

設

1,714 0 0 0 0
 

整

一般財源 千円 36,1

備

44 2,251 10,

事

699 0 0 0 0
人件費

業

Ｂ 千円 1,573 1,

政

393.2 1,570

策

0 0 0 0
正職員従事時

こ

間×人数 時間×人 10

の

0× 4 88× 4 100

事

× 4 0× 0 0× 0 0×

務

0 0× 0
正職員以外の

事

人件費 千円 125 11

業

9 122 0 0 0 0
その

施

他の費用Ｃ 千円 976

策

949 1,898 0 0

の

0 0
トータルコストA

位

+B+C 千円 40,6

置

93 6,593.2 1

基

5,881 0 0 0 0
単

本

位あたりコスト ① 千円

事

/箇所 2,712.9

業

439.5 1,058

主

.7 0 0 0 0
（ﾄｰﾀ

管

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

課

象指標）② 千円/ 0 0

名

0 0 0 0 0

1

課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

い、目的を見直す（目

業

その理由
的の追加・拡

名

充又は絞込）

必要はあ

N

りませんか？ ■ ない

有

o

効
性

計画的に修繕を行

.

っているため、成果指

7

標を向上させることは

9

できない。
今以上に事

消

業の成果を向上

させる

防

方法を記入して下さ

い

施

。 内　容
※(3)の成

設

果指標を向上させる

　

整

ことはできますか？

達

備

成している。
目的達成

事

状況 内　容

□民間への

業

一部委託 □民間への全

２

部委託
市関与の必要性

評

□指定管理 □補助金・

価

負担金助成 ■市の直営

　

内　容
　（実施手法）

Ｃ

消防団は市の組織であ

Ｈ

る。

効
率
性

統廃合はそ

Ｅ

ぐわない。
事務事業の

Ｃ

統廃合により、

事業の

Ｋ

効率化を図り、成果
内

目

　容
を向上させる方法

的

を記入し

て下さい。

事

妥

業費を削減することは

当

、消防力の低下につな

性

がるため削減できない

こ

。
現状より事業費・人

の

件費を

削減する方法を

事

記入して下

さい。（仕

業

様の変更、外部 内　容

の

委託、従事時間の削減

必

等は

できないか？)

公

要

平
性

直接的な受益者は

性

なし。
□ ある □ 現状で

は

適正
受益者負担はあり

薄

ますか？

また、受益者

れ

負担割合は適 □ ない □

て

検討が必要 内　容
正で

得

すか？
■ 受益者がいな

ら

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

れ

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

分団詰所の老

て

朽化が進んでいる。 個

い

別計画に基づき、改修

る

を行ってい
事業実施上

い

の課題、住 く。
民・議

ま

会等からの意見 意　見

せ

対応策
と対応策

消防署

ん

用地の賃借料を支払っ

か

た。 分団詰所の修繕を

。

実施する。
R5年度の

十

事業計画は前 変　更
東

分

山分団詰め所の改修を

な

実施した。
年度から変

成

更・追加は 前年度 ・
あ

果

るか 追　加

今後の事業

が

・コスト・成果の方向

理

性 今後の事業の方向性

　

、改革・改善案
※今年

由

度からの具体的な事業

得

の進め方、手段の見直

ら

し等、各方向性の内容

れ

　　　　　　　　　□

て

　拡大 消防団詰所につ

い

いて計画的に改修工事

ま

を進める。
　　　　　

す

　　　　□　改善  
　

か

　　　　　　　　□　

？

現状維持 新分団を設立

得

する場合には新規に詰

ら

所を建設する。
　　　

れ

　　　　　　□　縮小

て

令和５(2023)年

い

度から「消防施設整備

な

事業（消防施設
　　　

い

　　　　　　■　統合

事

整備・維持事業）」へ

業

統合する。
　　　　　

進

　　　　□　完了
　　

展

　　　　　　　□　廃

等

止・休止
コストの方向

に

性
　　　　　　　　　

よ

→　維持
成果の方向性

る

　　　　　　　　　→

環

　維持

2

境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 79 消防施設整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

経年劣化した詰所の修繕、常備消防の活動拠点の確保など、
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

市の安全安心のために十分成果は得られている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象を見直す必要はない。
事業進展等による

様

環境変化
□ ある

に伴い

式

、対象を見直す（拡
そ

1

の理由
大・縮小）必要

-

はありませ
■ ない

んか

2

？

目的を見直す必要は

事

ない。
事業進展等によ

務

る環境変化 □ ある
に伴


